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はしがき
富山県勢計画の中枢は射水地区綜合開発計画、特にその中（＇（含まれる工業計
画にあることは明らかである。それは野心的左ものであ D、魅力のあるものだ
けに各万面の関心の対象となった。関心の万向としで批判的念立場のものが含
まれるととは当然であるが、批判jは立地論的なものが主であったと思う。その
代表は本研究所。北陸経済季報第 3巻 5 ・4号に錫載された淡路憲治助教授の
見解でるる。淡路助教授は工業立地条件から問題を検討し、県勢計画の警成が
決して容易でさEいことを示した。興味。あることは同僚の見解が日本都市学会
。作成に在る「射水地域広域都市計画書 J（マスター・プラン）にも述べられ
ている。マスター・プランでさら κ興味のあることは工業発展の為。条件とし
てビジネス・クライメートという社会的環境を重視していることである。県勢
計画が工業発展にとって港湾設備とか工場敷地C 造成とかの自然的条件を強調
していることを考えるとマヌター・プフンの立場は対称的なものである。
マスター・プラン C 見解は興味のあるものだが、思いつきの感が左いでもな
い。私も、社会的環境の重要性を認めるととではマスター・プランに向調する
のでるるが、私の認識は日本経済の長期動態的考察と富山県経済ο関係に萎い
ている。県勢計画は計画者。立場から日本経済が一機在成長老？とげるという仮
定に立っている。しかしそうで左いという ζ とは最近の経験から明らかである。
私の考えは日本経済が戦後長期的左経済変動の上昇過程にあれ しかも昭和
3 7年頃から従来とは異った変動過程にはいるであろうという認識に基づいて
いる。しかし、とのような見解は実は、昭和 3 7年度の経済白書の立場である。
自警の見解は一読した印象とは違うて理論的分析の上に立っているのであるが、
白書の埋論家は大まかなデーターに立って同燥な見解を持つ人（私を含めて）
に理論的根拠子与えたように思う。
私の小論は臼本経済の長期的動態と富山県経済 C関係を：考察しながら県勢計
画を検討しようとするのでるるが、戦後。日本経済を私がどのように受け取っ
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っているか。叙述から始め、将来への見通しを企画庁の理論家の分析に依拠し
て行念うと主もに若干の私の見解をのべ、この見解Kもとずいて富山県経済の
戦後の成長と将来の展望を行左必うとするものである。県勢計画について経済
的左見地から検討を行なうためにはこのよう左方法が有効であろうというのが
私の考えである。
1. 戦後の日本経済
戦後の日本経済を考察十る場合には昭和 26年を始点とするのが適当である。
2 4年に戦後インフレは一応収束したが、 2 5年。朝鮮戦争を機に国内の物価
体系が国際市場K適応する過程は 26年に終ったとみられるからである。（昭
和 9～11年を 10 0とする卸売物価指数は昭 25-22.205.2、昭 2 6-
34,158.7、昭27-35,061.2である）。 26年以降 36年にいたる日
本経済の動きを鉱工業生産指数でみると強い成長趨勢が存在することは良〈知
られてか夕、成長率は 15.6%L'C達する。しかし、 ζ れも良〈知られているよ
うに、日本経済は一機な成長をとげたのでな〈、その途中三回。景気後迭を経
験したのである。景気後退。端緒はいずれも国際収支の悪化を原因とする金融
引締めである。第 1回は昭 29年 1月、第 2回は日召 32年 5月、第 5回は昭
3 6年？月に行なわれたのであるが、第 1回。景気。山は 2 9年 1月で谷は
2 9年？月であ D、第 2回。景気の山は 32.年 6月で谷は 33年 4月とみられ
て会 D、第 5因。山は 3 7年にはいってからとみられている。
年次指数で鉱工業生産の成長を観察する場合に、以上の景気後退を機にして
昭 26～2 8年と昭 29～3 2 :;t,~ よび昭 3 3～3 6 <D三つο期が成長率に若干
の差？持つととに気がつく。昭 26～2 8を第 1期、昭 29～3 2 ~第 2 期、昭
3 3～3 6会第 5期とすると、最小二乗法で求めた成長率は次の如くである。
第 表
第 1期（昭 26～2 8 ) 1 4. 1 % 
第 2期（昭 29～3 2 ) 1 6. 5 % 
第五期（昭 33～3 6 ) 2 5. 5 ヲら
すなわち、 J討を追うどとに成長率が加速的に高支るととを観察できるが、重
要長目別に朗始年の指数と端末年の指数から成長率を主役めると次ο如くである。
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第 2 表
第 1 期 第 2 期 第 3 期
鉄 鋼 1 0. 1 % 1 5. 7 % 2 8. 6 守も
手ド 鉄 5. 9 1 2. 6 2 5. 9 
機 械 1 0. 4 2 7.0 4 0. 9 
化 A弓主子,. 1 6. 8 1 8. 0 1 4. 9 
石油・石炭 2 0. 9 2 1. 1 2 6. 0 
紙・パルプ 2 0. 5 1 4. 3 1 0. 0 
繊 維 1 z 0 1 3. 5 1 4. 0 
上記の数字は二つの商から考察するととができる。第ーは、第 1Mから第 2、
5期と順次成長率を高めたのは（す念わち鉱工業生産指数と歩調を合わせて）
鉄鋼、非鉄、機械の三つの項目であ夕、紙・パルプと機維は JI賢次成長率を低め
てきた頃自であり、化学と石油・石炭は第 1期と第 2期では成長率に大きさと差
はなかったが第 5期にいたって化学は成長率を低め、石油・石炭は成長率を高
めたということである。第二は、第 1期では石油・石炭、紙・パノレプ、機維、
化学という j辰序に成長率が高〈、投資財の性質を持つ鉄錦、非鉄、機械の成長
率は相対的に低かったが、第 2期にはいるととの J煩位は崩れ、第 5期では鉄鋼、
機械が逆に最も高い成長率を示し、紙・パ Jレプかよび繊維は最も低い成長率を
示す陀いたったという ζ とである。
とれらの生産指数の劫きを理解するためには需要商の分析が必要である。国
民所得統計の国民総支出の主要項目について、各期どとに実質衝の成長率を求
めると次の如〈である。
第 5 表
f題 政 闇 内 訳 輸
人 府 内
1月 経 総 政投 設費 常 資 備
支 支 投 支 投
出 出 資 府出 資 出
% % % % % % 
第 期 1 3.1 1 8.1 4.1 3 o~ o 1 3.5 4.6 
第 2 期 品目8 4.6 2 0.0 7.5 2Z4 1 2.0 
i第 3 期！ 8.4 1 0.2 3 6.8 I 2 0.5 ! 3 0.2 1. 2 
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上表から知られるととは第 1期の成長を支えたのは何よ bも政府経常支出を
含めた消費の成長であ b、第 2期と第 5期の成長を支えたのは投資であると
凶う ζ とである。第 1期は正陀消費景気の時期だったのであ b、第 2表の各
項目の第 1期における成長率。差はそれを反映しているのである。第 2期と
第 5期は投資景気の時期であ夕、しかも、第 2期から第 5期へと投資成長率
が倍になっている ζ とが、第 2表の鉄鋼と機械のそれぞれの期 l'(:;t;.ける成長
率のほぼ倍K近い高ま !'JK反映されているのである。
第 3表の第 1期に会ける週内総投資の成長率は 4.1 %であるのにその内訳
で比重の大きい民開設備投資が 1 3.5 ~rDbli: 長率を示しているのはとの期聞
に在庫投資の減少があ司たためである。しかし、民開設備投資が 13.5%<D
成長率を示してはいるものの、この期間l'(:;t;.ける全産業の設備投資は停滞的
であったととが注意される。第 1図は法人。組設備投資の変動を昭和 30年
儲絡であらわしたものであるが、図にみるように全産業の投資はむしろ下降
的である。全産業のうち製造業？とってみれば明らかに投資は負。成長率を
示して幸子る。全産業が製造業の負。成長率κもかかわらず、停滞的であるの
は公益事業の影響である。第 1図から分かるように、公益事業はとの期に最
も高い投資の成長至極右子示しているのである。さらに、全産業が停滞的である
K もかかわらず、民間設備投資が 13. 5 %の成長率を示しているのは bそら
〈住宅投資の影響である。第 1図に示されているよ勺に、住宅投資は第 1期
陀か~ bの成長を見せているのである。
第 1期において製造業 l'(:;t;.ける投資は全体として色の成長率争示したわけ
だが、内訳項目でみると食料と電気機械はか念 b大きい成長をとげていると
とが分夕、機械と金属製品は停滞的であ b、他。項昆はすべて負。成長率を
示しでいるととが分る。食料と電気機械に卦いて設備が急速に拡張されたの
は、すでに述べたよ号陀第 1期が消費景気。時期であ司た ζ とを反映してい
る。第 1期にかいて、鉱錦、非鉄と化掌および機維の三つの主要業種の投資
が減少的で遣うるのは特に注意される。比重の大きいとれら三業種の投資の減
少が製造業全体。投資の減少をもたらしたといえるのである。
第 2期の全産業の投資は前半停滞的だが後半陀在って急上昇を示しでいる
のである。同憾の傾向はよ b鋭い形で製造業についτ、そしてよ D緩やか左
形で公議事業についてもいえる。ととろが第 5期になると金造業は停滞を示
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粗投資（ 3 0年価格）
（経済企画庁経済研究杭資本ストックと経済成長、
昭37による）
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26 年
ナζ とな〈鋭い成長争みせ、問機の傾向が製造業についてよ b鋭い形で、そ
して公益事業についてよ b緩hかな形でみられる。一方、住宅は第2期と第
5期を通じて同じ率の成長争みせている。第 2表の第 2期と第 5期設備投資
。成長率が 27. 4 %と 30. 2 %であり、園内総投資がそれぞれ 20. 0 %と
3 6. 8 %であるという、風に第5期の万が一段と高〈なっているのは、両期と
も投資景気。時期ではあったが、全産業について第 2期の前半に投資の停滞
があったととで説明される。
第 2期の前半に何故に投資成長。停滞が生じたのかは極めて興味のあると
とろである。 ζ の問題は戦後の日本経済の成長を理解する鍵と在るものであ
ろうが、同時に第 1期左いし第 5期を有機的κ結合しτいる問題でもある。
解答は日本の重要産業にかいて技術革新が本格的にとタ上げられたのが昭和
3 1年であったというととであろう。第 1期は日本経済の整備の時期でもあ
b、第 2期の昭和 29年は新出発への準備の時期であれ昭和 3 0年よ b新
出発が始まったとみ在すととができる。次陀主要~産業についての事情を簡
単に述、べよう。
鉄鋼業は昭 2.6～3 0 vcかけて総額 1.2 8. 2億に上る第 1次合理化計画が
行念われ、これによって新鋭高炉や平炉の建設も行なわれたが、圧延設備の
近代化が、主として行~われた。第 1 次合理化。成果とメーカーの内容完実の
上κ立って、昭和 31年度から第 2次合理化が実施され、圧延設備の近代化
の続行のみならず製銑設備品港湾設備の拡張合理化など製鉄所令体。近代化
が目論まれ、 3 4年度までに約 4.0 0 0億円が投入され、さらに 35年度か
らよ b大規模攻第五次合理化計画が立てられたのである。
石油化学工業は昭和 30年に第 1期企業化計画が発足し、 13社 14.工場
が建設にのり出した。その資金は 8 2 0億である。石油精製工業の確立と有
機合成技術の導入がそれを可能にしたのである。第 1期計画によって、まず
昭和 32年 4月に丸善石油の下津工場が完成し、昭和 3 5 年 4 月＇~日本合成
ゴム＠四日市工場が最後陀完成した。昭和35年には 2 9社による第 2期計
画が立てられ、 コンビナート形式。生産形態と共に発展成長する化学工業。
主体と Zまろうとしている。その資金は 35年だけで 6 7 9億に達している。
自動車工業について。典型的~綜合工業である自動車工業がな b 立つため
には銑鉄、鋼材、特殊鋼念どの材料工業を始め、その他金属、機械、必強工
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業、各種。部品工業念どがある水準以上に達してい念ければなら左いのであ
るが、 日本では第 1期にかいてそれらの条件がある程度ととのい、また、進
んだ外国技術の導入もあって昭和 30年頃から最新鋭の専用化、 自動化され
た設備の建設が始：！： D、量産体制が確立されるようになり、その結果、普通
事、小型四輪車の生産は 31年には前年の約二倍に遺するに到った。その後
世界的水準。生産規模を目ざした大巾な設備投資が行なわれてきたのである。
電子工業について。テレピο生産は 3 0年に 10 万台の線を超えてテレピ
時代を迎え、それをトきっかけとして電子工業は目ざましい成長をとげるにい
たった。ダイオード、 トランジスタの生産は 3 0年に開始され、新しい分野
を確立しつつあ P、昭 33年には「電子工業振興 5ヵ年計画 jが策定され、
大巾左没備投資が実行されつつある。
重電機工業について。発電は昭和 31年頃から火主水従と左 D、新鋭の火
力発電所が続々作られるように走ったが、大容量発電機、超高圧送設製造の
為。設備投資が著しくなった。汎用電動機Kついても量産化技術が導入され
るようにな夕、 さらに、重電メーカーがテレピ・ブームに乗って軽電機にも
積極的に進出するようにな D、重電メーカーは綜合機械メーカーとしての方
向を進むように在った。
以上に略述されたような各産業K:Ja-ける技術革新投資が広範囲な誘発投資
を呼ぴ起し、第 1図にみるような篤くべき設備投資の成長をみせるにいたっ
たものである。昭 32～3 3年の景気後退による設備投資の停滞傾向を一気
に解消十ること οできたのも以上にのべられた主要産業K：！.~ける技術革新投
資に負うものであ D、第 5期の昭 35～3 6にはいると新たに石油精製（第
1図では「その他J産業に含まれる） ~特殊鋼、紙・パルプをどほとんどす
べてο業種が貿易自由化に対処するための技術革新投資が導入され、設備投
資の成長は加速化され、技術革新による新製品。登場は消費革命を引き起し、
それがさらに技術革新会 i乎び起し、あるいは設備投資関連産業で投資が投資
をI呼び合うという連鎖反応を引き起した。（例外は石炭、綿紡、肥料などの
部門である）。これらの投資の急増が正に第五期の日本経済の急成長を支え
たもの左のである。
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2. 当面の転換局面
そのI
鉱工業生産は第 1期（昭 2 6～2 8 ）に 15. 9 %、第 2期（日召 29～3 2 ) 
'1:16.59号、第 5期（昭和 33～3 6 ）に 2 5. 9 %の率で成長したが、これら
の成長を支えたοは第 1Jtljでは消費需要の成長であ夕、第 2i坊と第五期では投
資需要であった。これらの期κ公ける経済成長は実質国民総収出であらわして
次の如〈であった。
第 4表 経済成長率
第 期 1 4. 1 % 
第 2 封切 9. 1 ヲ5
第 3 期 l 4. 8 qも
とれらの i坊に公ける圏内総投資はそれぞれ 4.1係、 2 0. 0婦、 3 6. 8 %であっ
たのであるが、投資成長率と需要成長率の各期になける差は、供給力と需要。
大きさに関して興味のある推論？？与える。第 1矧にないて投資の成長率よりも
経済成長率が大であった ζ とは第 2其ijvc J,~ いて産業全体の需給パランスが逼迫
気味であったであろうことを物語っている。この需給の逼迫が第 2明の後半 K
始まった技術革新投資を中心とする設備投資の強成長を可能にしたものである。
なんとなれば、供給力過剰が存在する場合には技術革新投資が存在しても、そ
れが広範な誘発投資を生むことは左いからである。しかし左がら第 5期にない
て投資成長率が経済成長率を大き〈上回ったことは供給力が需要に対して相対
的κi高まったのではないかという ζ と争予想させる。 ζω ような予想は、 3 6 
年。秋にとられた景気抑制策が、前二固になけるそれとは異って、投資の成長
趨勢の変化の端緒となるかもしれないという予想を生むに到った。昭和 37年
経済白書はこのよ句な予想κ立って、昭和 36年度。日本経済に基調変化を認
め、日本経済は転換期にあると述べた。自書の主張の根拠は企画庁の堀比呂志
氏の経済月線、日召和 3 7年 2月所裁の論文「設備投資は長期停滞するか」に明
らかにされている。次に堀氏。議論の要約を記そう。
設備投資は民間企業の設備投資のみを対象とし、それは需給パランスのみに
よって決定されるものとする。さらに、供給力の培加は設備投資と一定。比例
関係にあるものとし、需要は国民経済計算上の国民総需要であらわされるもの
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とする。
ぎて、初期にがける供給力を雨、設備投資を Ioとし、 i年。設備投資を Ji
としてそれは次年度にその見倍。供給力婚加を生むとすれば、 七年聞に蓄積
される供給力増加額は次式であらわされる。
t-1 
K七－ Ko =I ki 工i。
、 ? ? ，??，， ， ? 、．．．?．?．?．?．．??
えだし、 Kt は七年。供給力である。 ki= k （一定）とし、設備投資が年
率 ν%で成長するものとすれば
七一1 t-1 . ( 0 + ν）七一1
I ki Ii = k Z工口（1＋ νF = k 工a－－；－一一一位）
日 D
ところで七年後の総需要 Yt は需要。成長率を S とし、初期総需要を Yoと
すれば
Yt = Yo ( 1.+ s）七……………………（3)
でるらわされるが、初期。状態と七年後の状態が景気循環局面で相対的に同
じ位置にあるとすれば次式がな D立フ。
Ko Kt -= -
Yo Y七
－…（4) 
(4）式に ( 1）～（3）式を代入すると
月 Ko +k工。斗ヰ~－＝L
一 ＝是＝－ .J.三一一一一ー－
YO Yo(1 + s）七
上式を整理し＝与を自に直すと
( 1 ＋ν）七－ 1. K「l . 
一一一一一＝一＿＿：－＿｛ ( 1+8）七一1.} …（5) 
p K工。
(5）弐は Ko と工o をパラメーターとして p と8 Q)関係をあらわすものなので
ある。
ぎて、毎期。設備投資額は統計上五確に求められるが、 Ko と kは統計資
料から直接には求められない。それで、 Ko とkK任意。数値を代入して
cut an~－七ry 法で真実。健 iて近ずけることが試みられる。もし、需要と供
給力の比一ょの変動。タイシングが、景気の好況不況、あるいは設備稼動率、
E元
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卸売物価。変動左どと大体一致する左らば、その時の Koと kを正しい値と判
断するわけである。
以上の判定基準に基いて定められた Ko の値は 3 0年実質値で？兆円であ
D、 kは 0.9である。昭和 3 0年と昭和 35年はほぼ等しい需給状態にあっ
たから、以上。値を（5）式に代入すると 5年聞についての経済成長率と設備投
資率の関係を得る。（5）式は k工。／ Koをパラ〆ーターとするものであったが
昭和 30年では k 工。〆Ko=7 %になる。この場合。経済成長率 Sと設備
投資増加率νの関係は第 1図。 7%線である。 30～ 3 5年の経済成長率は
1 0 %であったから、 3 5年。経済規模にないて需給をバランスさせるため
には、 3 0年ょ b年率 3 0 %の割合で設備投資が増加するととが必要であっ
たととが分 D、これは実績をあらわすものである。 3 0～3 5年。強い投資
意欲をささえたものとして技術革新、貿易自由化対策、企業向競争あるいは
政府の高度成長政策なども欠〈ことのできないものであったろうが、単に需
給バランスという量的関係だけに着目しても 3 0～3 5年の設備投資の強成
長は 10 %の経済成長を支えるための必要な条件であったわけである。
と ζ ろで、問機の推論を 3 6年を基準として今後 5ヵ年について行なえば
どうなるであろうか。 3 6年の供給力と設備投資は 3 0年度価格でそれぞれ
171.820億円と 36. 0 0 0億円と推定されるから、設備投資の供給力化
率 kを 0.8とすれば k 工。／ Ko宇 16. 8 %である。この場合の sとν の関
係は第 1図中。（ A ）組である。すなわち、今後 5年間の経済成長率が 10 
%程度ならば、ぞれに対する設備投資は毎年 11 % <D割合で減少しなければ
需給が均衡しないことが分る。もし、設備投資が横ばいを続けるためには年
率 13 % cD経済成長が必要であ D、設備投資が再び上昇して景気上昇の主役
？演ずるためには経済成長率は 1 6 %を上回らねばならぬことに在る。
以上の推論は設備投資の供給力率 kが 36～4 1年 V'C$~いても 3 0～3 5 
年と同じく 0.8であると仮定している。しかし、 kは変ると見られるかもし
れ左い。しかし、企業が積極的に老朽設備を切 b落す左らば kは小さく在る
であろうし、技術革新は限界資本係数を増大させるから、 ζ の商でも kは小
さく在ると見られるかもしれない。これらを考慮して k= 0. 7.とすれば 36 
年。 k I o / K 0 = 1 4. 7 %となって、 ζ の場合。 sとνの関係は第 1図の
( B ）線である。（ B）棋の結呆は（ A ）線の場合と五十歩百歩である。つ
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設備投資の長期停滞。見通しは崩れそうにないのである。まD、
とオlか3 6年度になける設備投資の水準は余りに高いものであ b、結論は、
0 %程度のものならば設備投資は今後相当の期間 3 6年。らの経済成長率が 1
公益投輸出、水準を下回らざるを得ないという ζ とである。今後も個人消費、
資 1.tどz.主たるカとして経済成長は高い率を維持するととは可能であろうが、
投資が投資を呼ぶという経済成長メカニズムは方向転換することが予想される
のである。
図第
）と設備投資増加率（ ν）した経済成長率（ s 工。／ Koをパラメーターとk 
( t = 5の場合）。関係
主~＝ 7 必
1 6 % 
(D) ,/6$ 
,,I~ 
， 
I 
一白「h ' 
I ， 
／ 
I 
I 
' I 
I 
I 
実
績
40 
30 
1 0 
20 
???????
20 % 
経済成長率制
1 5 5 
。
-1 0 
0 
そのE
0 %であっても資本ストックがある大きさ前節では経済成長率が 7ないし 1
あるいはマイナス 0 債を示すとに達していれば投資成長率は短めて小さいか、
昭 37年以降。日本経済はそのように時点にあるかもしれなとが可能であ D、
経済成長率そのものしかし左がら、いという企画庁。推定の根拠を紹介した。
さらに経済成長は投資のみなが投資の大きさによって規定されるも 0 である。
経済変数は相互依存的に変動
経済変動を一般的相互依存の関係にないて分析するので念け
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らず消費品輸出。動きによっても影響を受ける。
するものであ b、
れば理論的な分析というととはでき念い。
経済変動の理論的分析は景気循環理論といわれるものであ iり、分析のや b方
は大き〈二つに分ける ζ とができる。一つは経験的な接近法であり、過去にな
ける景気循環。型を研究し、その裂に経済史的左解釈を与え、現在。変動をそ
の裂にそって理解しようとするものである。他の一つはモデ JレK もとずく接近
法であれわれわれ内経済を巨視的左変数。諸関係として把え、数学的な方程
式組繊として把握された経済システムの解を求めるととによって将来。経済変
動を予測しようとするものである。しかし、両者はな互いに無関係なものでは
な〈、後者は前者によって分析。！去にあるヴイジョンを与えられ、前者はf走者
によって客観的な分析。基礎？与えられるものでなければなら老い。
日本経済は年次指数でみる眠 b、戦前から一貫した成長の過程をみたど b、経
済水準。後退がみられ左いということは良〈知られたことである。しかし、そ
の成長過程合良〈調べてみると、一係な成長ではなく、成長のしかたに大きな
波がるったととが知られる。との波の存在ならびに波が 2 0年をいし 25年の
周期を持フことは篠原三代平氏によって指摘されたのである。（篠原三代平、
臼本経済の成長と循環ミ 1 9 6 1年、第 5章）。篠原氏。主張は次 0 ようなも
のである。
日本経済は明治以降太平洋戦争までの間に実質所得。年治が率でみると三つ
の波を持っている。第 1図。長波 12)谷jまは松方デフレC 時期（明治 14～ 1 9 
年間）を含んでな b、第 2(l)谷！ままで 20年間。へだたりを持っている。第 2
回。谷底は明治 30年代で金本位に転換した時期を含む。第五回。谷底は昭和
の不況期を含み、両者の間も大体 25年である。第 4回の谷底はなぞらく戦争
経済の中に埋没してしまったのである。と ζ ろで、アメリカやヨーロツパ諸国
ではもっと短期の生産水準の低下を含む景気循環が存在するととが知られてい
る。ととろが日本では不況其lK生産上昇。鈍化はみられてもはっきタした減迭
はみられない。日本では成長が急角度であったために欧米的念循環変動は成長
の中に埋没し、むしろ、 2 0年～ 25年の成長率。循環が特長としてみられる
のである。
長期波動は産業構造の変化と関係がある。松方デフレ以後の上昇期は日本の
産業革命の開始時期であ夕、封建経済から資本主義経済への脱皮の時期である。
鉄道ブームが起 D、製糸業での機械制工場が確立されたのはこの時期である。
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第 2因。谷底以後の上昇期は軽工業が確立するとともに重化掌工業が導入され
た時期である。太平洋戦争で機折した第 5回。谷底以後の上昇期は重化学工業
が確立する時期であったかもしれない。
以上の主今 κ過去の日本経済についての長期変動。経験は戦後の日本経済の
動向について極めて示唆的である。戦後C 日本経済は昭和 20～2 4年頃す谷
底としτ20年周期。波の上昇期にあると考える ζ とができる。ぞれは戦前に
ないてもそうであったように、欧米的左短い周期の景気循環をのみこむよ，うな
成長率。循環であ bも重化主主工業の確立という産業構造の変化を基礎としてい
るものである。もしそうである念らば、昭 35～3 6年頃は 2 0年周期の頂点
にあたるοでないかとの推論を可能にさせる。事実、 3 7年度経済白書の示す
ように日本の重工業比率（機械b よび鉄、非鉄を合計した重工業。附加価ー値が
鉱工業全体に占める比率）が昭和 3 6年κは 54 %に達している。昭和 30年
以前は 3 2～3 %であったものがわずか 5～6年でこのような数字κ達し、 し
かもこの率は欧米の工業国のどれよ Dも高いのである。両欧諸国でも戦後の経
済成長が高ぐ、設備投資も盛んであ b、戦後κモータリゼーシヨンが開花した
にもかかわらず最近一年聞は重工業惑がほとんど変らず、昭和 3 6年にないて
アメリカ 39 %、イギリス 4 7 %、西 γィッ 4 2 %、イタリヤ 37 %である。
ζ のような事実は日本経済になける重化学工業化という構造変動の動力。大半
がすでに支出しつ〈され、昭 37～8年以降はその調整期であ D、戦前がそう
であったように今後は成長率。低下が生ずると推論させるものである。
上にのべた ζ とは戦前の裂からの類推であっ τ、この類推を客観イヒするため
には経済成長。内部構造が明らかにされねばならない。それは、すでにふれた
モデル分析に頼らなければならぬ。ところが、上記。 2 0～2 5年の周期を持
つ長期波動。存在宅台裏付けるようなモデル分析が企函庁の堀比呂志氏によって
提供された（堀比呂志、成熟期に接近する設備投資、経済月報、昭 37年 7月）
堀氏の議論は、需給関係にもとずいた設備投資の衰退。推論を行左った既出。
論女のさらに基礎になっているものであ D、 37年度経済白書の日本経済の長
期的見通しの基縫になっているものと思われる。その要旨は次のようである。
マクロ・モデ Jレは消費函数、設備投資函数、在庫投資函数会よび需給バラン
ス式。四コの方程式からなる。まず消費函数から初める。七胡 C 消費を G七、
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所得を Y七とし、限界消費性向と平均消費性の比をαとし、消費は一期前。
所得に影響される分と毎年δの割合で婚加する分かに左るものとすれば次式
が左 b立つ。
c -c 七 七一1
c t 
y －工α 七一1 4 七－2 + 。
yt-1 
y 宇 Y と置き、消費οタイム・ラツグが一般に k年ckは普通 1よD小）
七一1 七
とすれば
ムG七 α（ム工t- k＇°＇心.yt)
? ?
?
? ??
?
ここで α・k田 μとすれば
ムG七 船主一 μムムY七
ct Y七
＋ δ 
??，? ???? 、．．．?．?．?．??
( 1）式が採用される消費函数であるが、統計的に αは 1. 0～0. 6、δは
0. 0 0 5～0. 0 1 5 の値をと b、タイム・ラツグは 0.7年程度である。
次に設備投資函数について。設備投資を決定するものは加速度要因、設備
稼動率おもよび設備投資の長期計画性（または慢性）の三っとする。加速度要
a 
因にもとず〈設備投資 工 は6を加速度係数としτt 
工：＝ L:>.Yt × 6
である o 稼動率要閣にもとずく設備投資はくは九を資本ストック、 (Jo
~需給が均衡したときの K七と Y七の比率、 A t.-稼動率係数として
工D z え（ t}Y -K) 
0 t t 
l i 
である。慢性要因にもとずく設備投資工 は工＝ムK である。今年度七 七 七一1
の純設備投資ム Kt は以上。三つを加重平均したものとして
ム九＝（工：＋工：〕× C 1 -m) ＋工： xm 
である。ただし、犯は慣性常数である。上式は次のよう K書かれる。
ムK七 ＝6ムY七＋ A Co yt - K七）－~ムムK七 …・（泊
ただし、ム瓦七話 0 である 0.友会、 七年の設備更新分の投資は総資産額瓦七
に比例するものとし、比例常数を ηとして t年の総投資工七は
百一15
工七＝ L:>K七 ＋ η瓦七 －………（五｝
である。
在庫投資函数について、在庫水準はある部分は現在の生産水準K、ある部
分は少し前の生産水準に影響される。したがって、在庫投資st；は k1 と k2
を比例定数として
Sょ国 k D.Y + k D.Y 七七 2 t-1 
= (k, +k2）ムYA-k2ムム宝七
k, +k2= {1、 k2 ＝ νとすれば次の在庫投資函数を得る。
S七割。ムY七－ )i L)_凸 yt …………………似）
需給バランス式は Y七目。七＋工七＋ s七だから
九 ＝ G七 ＋ （ム瓦七 ＋ η瓦七）＋ S℃ ・（5)
( 1）、（2）、（4）なよび（5）式がモデルを構成するわけであるが、 とれら四コの式
を同時に満足する解を求める ζ とはほう大友計算を必要とする。しかし、パ
ラメーターに現実陀起bそうな範聞の値をとらせ、電子計算機を利用するこ
とによって本モデルの特性を解明する ζ とができる。
経済が安定的な成長を続けるためにはれ）消費がピルトイン・ヌタピライザ
ー的効果を十分に持つ ζ と（本モデルではμが大：きいこと） (2）在庫投資が少
ないとと（ {1が小左る ζ と） (3）設備投資 C慣性が大きいとと（ mが大きいと
と）＠三つの条件が考えられるが、計算結果によっても裏づけられる。日本
経済については8国 0.6が実態分析から知られるが、‘その場合。モデルの安 J
定領域は第 2図。知〈である。 第＼； ・2 図 。出 0.6
経済体系が安定領域をはずれるとさま μ・ ‘ 
ざまな不規制変化を示すが、代表的なもf 1.0 
のの一つは設備投資循環である。との種
。循環が生ずるためには設備投資。慣性
が低〈〈血が少な〈とも 0.8以下〉、在
庫投資の比率が高＜ ( {1が 0.2以上）、
消費が比較的安定（ μが 0.6～0. 8であ
るとと）であることが必要であるととが
分る。設備投資循環。形は慣性係数mと
設備稼動係数.t(ICよって規制される。 m
l[-'-16 
0.5 
。
0.5 tom 
?????
?????? ???
が小さい程循環の波は大きく、自動反転するときο投資比率工／ Y は大きい
が周期は短か（ ;1: D、 Aが大きい程波は大き〈周期は長（ ;1:る。な b、初期
条件ム YとKの差によって最初の波の形は異なるが議 2波からは相似形とな
るととが分る。すなわち、設備投資循環についての要約は次の通りである。
( 1) 循環の上昇期では必らず設備投資の強成長が生じ、
(2) その強成長の強さなよび継続期間は mとえによって定ま b、
(3) 強成長が強い場合には必らず反落。度合も大きい。
(4) 循環が生ずる起勤閣としては在庫投資が大きいことが必要であ b、循
環が安定して継続するためには消費が安定している ζ と（ μがかなタ大
きいこと）が条件と左る。
。｝ 自動反転時の投資比率なよび周期はμと8を一定として mと』によっ
て定まるが、だいたい工／ Yは 15～2 0 %、周期は 10～2 0年であ
D、周期は 1 0年以下κ絡めることはひっかし〈、工／ Yが '20係す超
えると強成長後の景気後退が著しく恐慌的な後相争呈する易合が多い。
以上の要約から分るように、設備投資循環裂は成長期の経済（すなわち、
投資意欲が強烈、消費が安定、在庫投資が大きい経済） κ発生し易〈、日本
経済がこれに該当していると考えられる。パラメーターのうち、 α、 δ、 η、
9、 6、 oo は実態分析からかなタ正確に推定でき、 μ、 ν、 A、 mは実態
分析から概数は推定できるがあま D精度が高〈なしむしろ計算結果から逆
に推定した方が良いのであるが、日本モデノレの一つは第 5図に示されている。
第 5函を描くために用いられた
初期値と 1. 。ラメーターは次の
如くである。
第 5 図
300 
Y日出10 0、 Co= 8 8、
Ko=120、 ムKo=5、
ムYo=5
α国 0.9、 μ=D.65、
0 = 1. 2、 oo = t 2、
J = o. 4、 β田 0.6、
ν＝ 0. 2、 η＝ 0. 0 4、
200 
??
? ?
》?
1 00 
m = o.6 or o. 7、δ＝0.0 1 
0 ＇－－~－－＂＂~主よ 7
28 30 32 34 36 38 年
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第 5図の上部の曲線は所得の時間径路、下部は投資0時間径路であって実績
と対比させられている。図では mが 0.7 j;,~ よび 0. 8の億争よる二つの場合が
措かれているが、他の係数κついてもμは 0.6 5～0. 6、えは 0.4～0. 5、
6は 1.2～1. 3 (l)値が日本モデル陀適していると判断される。 ζ れらの係数
について、以上。範囲でいろいろの債を与えても、第 5図と似た時間径路す
示すのでるる。
以上。日本モデノレから判断する｜浪 D、設備投資は減返すると考えないわけ
にはゆかない。しかも波及効果？考えれば、経済を自律的な変動にまかせれ
ば 3 8年頃から成長率が Oになるととも考えられる。しかも、投資意欲が景
気後退期にはいって急に弱まれば（ mが小さ〈なる）設備投資の減退はもっ
と早い時期に、かつ急激にあらわるであろう。なそら〈、 3 8年以 l峰。主要
な課題は景気？刺激するタイミングとその大きさを誤らないことであろうが、
日本モデルの 39年以降の状態争基準にして景気刺際策の効果を測定してみ
ると、早期に景気刺執を行なっても設備投資を誘発する恐れが左〈、景気刺
車えによって消費は早期に上昇し始めても設備投資は長期停滞をまぬがれない
ことが判定されるのである。
そのE
以上略述した堀氏の議論はかな b説得的なものである。もちろん、堀氏が
理論的に代表するよう左企画庁の長期的先行き弱含みの見通しに対しτ相変
らず強気の見通し争持つ見解がないわけではない。私自身の見解は現在。局
面については堀氏。見解に近いものでるる。長期循環については篠原氏。見
解にしたがって戦前に存在した二十年周期の型が戦後にも存在すると考え、
その内部構造は堀氏の第二論女で示されたようなものであろうと思ってな b、
戦後。二十年周期の始発点は種々の徴候から昭和二十五、六年頃であったと
考える。また堀氏の第一論文の内容を承認して昭和 35、 6年。日本経済が、
との波の頂点附近にある ζ とも認めたいと思号。私は戦後の経済正常化後を
第 1期 ;>J-いし第 5期に分けたわけだが、昭和 3 7年以後は第 5胡とは機相を
異にする第4期にはいるもοであろうと考える。鉱工業生産指数。動きにつ
いて予想、すれば、その成長率は第五期工タも低下するととは免れないであろ
う。堀氏。モデ Jレに従えば、強力な財政政策の支え左しには生産は絶対水準
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にかいても停滞念いし下落するととが見通される。しかし、私はたとい強力
な財政政策の支えが念〈ともそのようなことは起ら左いだろうと思う。私の
考えでは、堀モデルが想定するように第 1期左いし第5期を通じて構造係数
が一定では左〈て‘特に投資の慣性係数の上昇が存在するも οと思っている。
堀氏。第二論交が明らかにしているように、設備投資の慣性係数が日本モデ
ルよ Dも大きい場合には西欧裂の弱循環あるいは 7 メリヵ裂の在庫循環を生
み出すことが可能である。ガ Jレプレイスやジョンソンが指摘したように、豊
富な社会の特長。一つは技術革新投資が半ば自動的に企業によって行なわれ
ることであるが、このような状態に日本もはい bかけていると惣定するとと
は非現実的ではないと思う。なそらく、投資の慣性係数の上昇が第 4期にか
いても 10 %内外の鉱工業生産指数の上昇を保証し、財政政策はその成長率
を幾分高めるであろうととが予想される。具体的には第 5期に計画された太
平洋ぺ Jレト地帯のコンピナートの今ちで未完成のものすべてではないκして
も、そ＇ (l)大部分は第4期 vc完成されるであろうし、他の技術革新投資陀しで
も第 5期 κ計画されたものは第 4期に完成されることに左ると思われる。第
4期もをそらく 4年前後の長さを持つ期閣とな bそうであるが、 ζ の期には
第 2左いし第 5期のような需給の逼迫は考えられないから以上の投資はlB技
術設備の廃業を伴うかもしれない。化学製品のうち石油化学製品の占める割
合は倍加することが予想されるが、それは化学工業のガス源転換を含むので
ある。第 4t坊の生産の成長がどのよう念形で妨げられるかは興味のある ζ と
である。第 1期ないし第 5崩はいずれも国際収支の悪化による金融引締を契
機としたわけであるが、第 4期K品、いても過去にがける稜鋭い形でなくとも
そ今在ると思われる。私の予想は日本陀公いても少な〈とも現在。西欧念み
の自動車化が達せられるであろうということに基いている。現在日本でもモ
ータリゼーシヨンが進みつ』あるといっても実際はアメリヵは除くとして西
欧水準からみても問題κ:1'ら左いものである。 1 9 6 0年末の日本の乗用車
。保有台数は 4 9 3千台であるが西ドイツは 4.6 8 0千台であ b、イタリヤ
でも 2,0 0 0千台である。生活水準と能率水準が乗用車の利用程度 Kよって
狽ljられるというのは一種。迷信とでもいうべきであろうが、 しかし、との迷
信が経済に活力を与え、かつ与え続けるであろうことは疑うととができない。
極端な表現を用いれば自動車イヒによってあらわされるよう左生活水準が少な
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〈とも西欧に比べて相対的に低い｜浪 b、 日本経済の成長争相対的陀高い水準
陀維持せしめる動因が消えないように思われる。産業構造が第 4期とそれ以
前では大きく変ったととが日本経済の成長過程を 19 5 0年代半ば以降。西
欧経済の過程に近づけるとの見通しを前κcべたわけだが、それでも日本経
済ο成長が相対的に高いととはある時期に日本の国際収支Jエ＠困難をひき起
ナ可能性を持っている。第4：期に予想される公共投資の方向は道路状況のか
~ bの改善をもたらし、それがモ唱ータリーゼージョンにいっそうの刺戦争与
える ζ とが予想されるが、西欧並のレベ Jレに遣するか念 b前に国際収支の困
難を生じ、その時期はやは D第4期の長さ争 4年前後のものにするものだろ
うと予想されるのである。第 4期の次K来る時期を第 5期に名づければ‘西
欧設のモータリーゼーシヨンが達成される得るのは第 5期の問題であろうと
思うのである。
3. 戦後の富山県経済
日本経済の第1回目。成長上昇期は日本になける産業革命。時期であった
わけだが、富山県にたけるその影響は上昇期の末期にあらわれたように思わ
れる。すなわち、富山と米原聞の鉄道の完通は明治 3 2年であれ細川機業
場が開設されたのは明治 24年、小坂機業場が開設されたのは明治 33年で
ある。ととるが第二回目。成長上昇期｛〈卦凶てはその影響は先端的な形であ
らわれた。す念わち、大正初期になける伏木工業地帯。創設は日本の重化学
工業化と期をーにするも。であるが主それは豊富な電力に恵まれていた ζ と
によるものである。第二回目。成長上昇期は日本 C軽工業の確立期でもあっ
たわけだが、富山県では電力。開発と伏木工業地帯。創設を足がかbとして、
その影響は第三回目。成長上昇期にはいってからのように県われる n すなわ
ち、昭和 4年の怠3fl紡績の呉羽工場の開設に始まって、昭和初期Kい〈つか
の新鋭繊維工場が県内 K建設されたのである。とんなわけで、第5回目。成
長上昇期陀 bいては日本経済の圧縮された姿が富山県経済にみられる。昭和
1 5年の労働力調査Kよれば第 2次産業の就業人口比は 24.64%である lが、
その大きさは当時。日本全体のそれとほぼ同じである。工業出荷高では、富
山県の金属機械の比率は 44. 9 %であるが§！！~それは 5. 5. 1 %であ b、化学
では富山県は 33. 4 %であ夕、国は 15. 7. %である。両者を合計すれば、富
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山県は 78. 3 %で国は 70. 8 %である。横維は富山県は 16. 8 %で国は
1 2. 4 %である。第三国自の成長上昇期では富山県は日本の産業構造を代表
するよう念地域だったわけである。
工業の発展のためには自然的条件K劣らず歴史的条件が重要である。昭和
初期κ近代的な繊維工場が県内に立地したのは、すでに伏木工業地帯が活動
し、工業的雰囲気が存在しでいたことが大き念理由であると思われる。昭和
十年代に重化学工業が急速に進んだのも、すでに伏木工業地帯なよび近代的
繊維工場によって作 b出されていた歴史的基盤による所が大きいと思われる。
戦後、昭和2 5、 6年に始まる第 4回目の成長上昇期V亡診いても、富山県
が国の代表的地域であることには大して変タがないように思われる。そο指
標として第 2次産業の所得比率をあげれば十分である。
第 2次産業所得比率
言 山 県 菌
第 昭 2 6年 3 4.8 % 3 2.4 事6
一 2 7 3 2. 0 3 1.8 
期 2 8 3 4. 3 3 2. 0 
2 9 3 0.4 3 1.1 
第
3 0 3 8.9 3 0. 3 
3 1 3 4. 9 3 3.8 
期
3 2 3 4. 7 3 4.5 
3 3 3 2. 1 3 3. 7 
第
3 4 3 6.5 3 5. 8 
一 3 5 3 7.8 3 8. 0 
期
3 6 3 7.8 3 8. 8 
すなわち、第 1期ないし第 5期を通じて第 2次産業所得比率は富山県と国と
では大差のない推移を示してきた。国と県では第 1期から第五期へと 30 % 
台でともに変動はあるがトレンドとしては比率を高めてきた。もっとも、各
期について細かくみれば若干の差は見られる。第 1拐では県の比率が国のそ
れよ b総体として僅かながら高かった。また第2期でも総体として県の比率
が国 0それよ b僅かだけ高い。しかし、との傾向は第5期にないても逆にな
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って hる。（もっとも、第 3期の後半に県比率が国のそれよ b低いといって
も、全国的陀みればトップレベルに属していることには変わりない。 35年
に、！県の比率は 3 7. 8 %であるが同年度vc3 7労以上の比事を示した県は崎
玉、神奈川、静岡、岐阜、愛知、三重、滋賀、大阪、兵庫、広島、山口、福
岡だけである。ただし、地方統計の発表されていない東京と京都がとれ陀加
わるであろう。富山は日本海難で唯一の県だということが注目される）
以上のように県比率が国比率よ Dも第 1期と第 2期では i高かったが、第五
期では低くなったという事情につい℃さらに詳しく調べてみよう。まず、第
二次生産所得についての成長惑を県と国について比較してみる。ただい w
ずれも名目額についてなされたもiのである。
県 国
第 期 1 5. 0 .'!6 1 2. 1 % 
第 2 期 1 8. 7 号も 1 6 3 % 
第ー 3 期 2 3. 8 % 2 4. 5 % 
すなわち、第二次産業所得。成長率K 沿いても、第 1期と第 2期は燥が国よ
タ高〈、第 5期では県が国よ D低くなっている。このような傾向は鉱工業生
産指数についてもいえる。
県 国
第 期 1 5. 6 ヲ5 1 4. 1 % 
第 2 期 1 6 7 % 1 6. 5 唱も
第 3 期 2 1.8 ヲも 2 5. 5 型b
労）
ただし、県ο指数監は 3 5年を 1 0 0としてな夕、国の指数は 30年が 10 0 
である。県の 30年を 10 0とした旧指数は 33年でリンクされているのだ
が、旧指数での第 5崩の成長率は 20. 7 %である ζ とを注意したい。
これらの数字は、第 1期と第 2期では富山県が日本。経済成長にないて先
導的な地位にあったことを示唆するものである。すでにのべたように、国の
成長率は実費でみて第 2期は第 1期よ bも低下している（第 1！坊が 14. 1 % 
で（,'.l;2期は良 1% ）。しかし、富山県陀フいては実質所得。成長率は第 1期
t りは第 2期の方が高いであるうと推定できる。国の分配所得と燥の生産所
得を名目額について成長率でみると次の通 bである。
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国（分配所得） 県（生産所得）
第 期 1 2. 7 % 1 0. 5 % 
第 2 期 1 1. 4 % 1 2. 2 % 
第 3 期 1 7. 8 % 1. 4. 5 % 
国では名目額でいっても第 2期は第 1期よ b下っているが、県では逆に第 2
期の方が高い。このことは、県では実質額でも県では第 2期が第 1期よ b高
かったであろう ζ とを推察せしめるものである。ところが第 5期では所得成
長率は燥が国す下掛るようにな夕、 ζο傾向は第二種産業所得成長率でも、
鉱工業生産ο成長率でも見られ、このととが、第二次産業所得比率が第五期
では燥が留を下娼ることに対応しているわけである。その理由をさぐるため
に、製造業の個々の項目。生君主と投資の状態にまで下 Dて考察することにし
よ今。
生産指数について、主要項目について各期の始の年と終 j)CZ)年。指数から
成長率を求めると次のようである。
富山県主要項目別生産の成長率
策 え目 第 2 期 第 3 期
2 0.2 % 1 1.3 % 2 4.2 % 
鉄 鋼 c 10.1 ) c 15.7 ) c 28.6) 
9. 0 If 4 1.0 If 4 7.1 I 
機 械 c 10.4 ) (27.0) c 40.9 ) 
7. 2 I 1 4.6 I 2 4.2 If 
化 ，ぺ込ゐFら c 16.8 ) c 18.0 ) c 14.9 ) 
5 3. 5 I 1 2. 6 I 1 0.0 I 
紙・パ Jレフ．
c 20.5 ) c 14.3 ) ( 1 0.0〕
1 3.0 If 1 5.3 If 1 1.2 If 
機 品住
(1 7.7) ( 1 3.5 ) ( 1 4.0 ) 
すでに日本経済 0戦後の成長についてのべたように、第 1H:Jlは消費支出が経
済成長を支えた時期であ D、石油・石炭製品、紙・パノレプ、繊維の成長が特
に目だユった時期であった。富山県の .i;j;合は紙・パノレプが簿くべき成長をみ生士、
鉄鋼も国ο成長率を上回っていた。ところが、機維と化学は国の成長家を下
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回っている。第 2期は投資が国の経済成長を支えた時期であ b、国の場合κ
は鉄鋼と機械陀著しい成長率の隆起が見られ、紙・パ jレプと繊維は成長率。
低下を見せているのだが、県の場合は機械は驚〈ぺき成長率。謄加をみせた
が鉄鋼にむしろ成長率が低下し、化学と繊維は逆κ成長率。 i曽加をみせてい
る。第 5期になると国全体として投質の成長はますます激ししそれ Kつれ
て鉄鋼と機械も成長率を高めるのだが、県 Kτコいてもその傾向がみられるの
である。各期を通して観察すると、鉄鋼は、国の場合は成長E裂が順次高まっ
ているのに県は停滞的かやや上昇的である。機械の国の場合も県の場合も成
長率が高まっているのだが、県の場合の方が高£ !J方が激しい。化学は国。
場合は停滞的左のだが県の場合は上昇的である。紙・パルプは国も県の場合
も下降的であ b、繊維は国は下降的だが県は上昇ないし停滞的である。（県
。第 5期。成長率は 35年を 10 0とした新指数で計算されているが 30年
そ 10 0とした旧指数では鉄鋼 25. 2 %、化学 28. 0 %、紙・パ Jレプ 10. 8 
%、続維 15. 4 %であって機械の成長率は正確には求め難いが議 2期とそう
変わらないであろうから、 i日指数でいっても上。判断があてはまる）。
以上にのべたことから次のようにいうととが出来るであろう。戦後の日本
経済の成長率上昇期に bいて、富山県経済は総体として日本経済と歩調をそ
ろえ、特に、消費成長期ともいうべき第 1期と投資成長前期ともいうべき第
2期では日本経済争リ－ i.・ していたということができる。しかし、投資成長
後期ともいうべき築 5期では日恋経済の成長ペース K少し遅れたということ
ができる。第 5期はすでにすべたよ今に技術革新投資を特長とする時期であ
夕、その代表は石油化学、 自動車、電子電機などの産業であった。第五期に
なける国と爆のトレンドの乗離はとれからの技術革新産業の新投資が富山県
にないてはなされなかった ζ とによるも＠である。工業統計から第 2期と第
5期の有形固定資産取得額。成長率を求めてみると ζのことが明らかである。
第 2期（昭 30～3 2 ) 
第 5期（昭 33～3 5 ) 
国県
5 9. 0 % 9 1.3 % 
4 5. 3 % 3 5. 8 % 
上表から分るように、製造業の有形固定取得額。成長率は第 2期では県が国
よb高かったが第 5期では逆κ低く念っている。ところが県ο場合には第 2
期から第五期 K在ると成長率が急激 K下落している。（題。場合κも下落が
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みられるが、 しかし、民開設備全体を実質額でみると第 2期が 2 7. 4 ＇｛； で第
5期が 30. 3 ＇｛； であるととはすで ltLtDべた）。個々の項目の有形間定資産取
得。変化は第 2図に示した如くであるが、この同図沙諸ら第五期に公ける国と
県の成長の内容をさらに詳しく知るととができる。
図から分るように、第 2拐に公いて県の有形周定資産取得。成長率が留の
それよ D低いのは電気機械だけである。そのうちでも、鉄鋼、化学、融維、
機械は閣と県の成長率はそんなに違わないが、輸送用機械と紙・パルプでは
県の万が国よ Dもはるかに高い。また、電気機械は県の方が国よ D成長率は
低いが大きく差があるわけではない。と ζ ろが、第 5胡に念ると電気機械、
機械と繊維では県と国の成長率は大体似たものであるが（そのうちで機械は
最も高〈繊維はそう大きくは左い〉、紙・パノレプは県が国を下回っている。
鉄鋼、化学、輸送用機械では国では一貫して成長が認めらえるのに県の場合
陀は波動（ただし、鉄鋼だけが変動の仕方を異なっているが）が見られるよ
うになるのである。
有形固定資産取得額の状況から次のような推定が行なわれるであろう。第
2期になける日本経済の設備能力の婚加の傾向はそのまま強められた形で富
山県経済κあらわれている。ところが、第五期になると白本経済全体の革新
投資の傾向にそう設備能力。増加は富山県経済では機械と電気機械だけであ
る。鉄鋼、化学、輸送用機械では、県経済の設備能力。拡充は国全体の傾向
とは呉った方向で行なわれているように思われる。一方、技術革新投資とは
いえない紙・パノレプと繊維では県と国ではほとんど同じかるるいは大きくは
遅れ左い傾向を示しているのである。
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4. 県勢計画のー検討
第 5期にみられた冨に比べての富山県の鉱工業生産の生長率の相対的左低
さ会よび設備能力。成長率の低さは富山県勢綜合計画に ;t,~ ける当面する課題
として、立地条件の栂対的低下と工業構造の欠陥？指摘させる根拠と在った。
立地条件の相対的低下としては工場用地獲得が困難となっていること、全県
的に水資源は豊富であるが用水の供給施設が未整理であるため局地的に工業
用水が不足であること、主要幹線道路が未整備であるとと、鉄道輸送力に陸
路のあるとと、港湾整備の遅れていること、電力料金の地域差が著し〈収縮
したこと、などがあげられている。また、工業構造の欠陥としては、天然繊
維工業会よび化学肥料工業ο比重が大きく技術革新産業の比重が棲めて小さ
〈消費革命。波にのる成長産業が極めて少ないという意味で業種構成κ欠陥
があること、県内の主要工業がいずれも加工皮が極めて低〈、地場中小企業
との有機的結合が少左いこと、廃品や冨IJ産物。利用が遅れていることなどが
あげられている。これらの当面する課題から、県勢計画はさらに将来を展望
し、将来の課題として、電気銑、特殊鋼、苛性ソーダ、人絹、 パルプ、綿紡
などが貿易の自由化によってかな Dの影響を受け、石油化掌工業の発展は近
い将来、アセチレン誘導品工業はもちろん、その原料供給先のカーバイド工
業 h アンモニヤ工業κも大きい脅威をもたらすものと予想している。
県勢計画の工業計趨の方針は上記の課題。認識から生れるのであるが、課
題に対する根本対策は、富山新港を中心として鉄鋼、石油左どの基幹産業を
誘致してとれを根幹として既存の富山、高岡工業地帯を合して重化堂工業地
帯を作b上げることである。県勢計画が暗黙のうちに想定するととろによれ
ば、鉄鋼、石油の基幹工場郡ο設立をし陀は、これらに関連する第二次、第
三次加工工業も成立が困難であ D、かつ、強大な地元市場の成立も困難左の
である。
以上 '1:I略述した県勢計画はいうまでも左〈日本経済が一本調子で所得倍婿
計画に示された径路で成長してゆくととを仮定じている。しかし、今後見通
されることはそうではなし第五期と同じ程。長さを持つが、 そんなには高
〈はない成長率を持つ第 4期が予想され、さらにそれ陀続いて西欧並のモー
タリーゼーシヨンが達成され得るとすれば、本格的左モータi リーゼーシヨン
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に支 えられる第 5期が存在するであろうことを既l'C(l)べた。この観点から
県勢計商の方針を検討するととにしよう。
県勢計画が当商する課題として取上げたものは、第 4期に会ける見通しと
して適確なものであると思う。富山県経済は過去にないて日本経済の成長。
本流 K乗っていたわけだが、第 4期にないて初めて本流から外れる部分を持
つことになるのである。しかも、本流から外れるものを引きもどすことはあ
るものはほとんど不可能であるように思弓。例えば、天然観維工業を合成樹
維工業へ転換さぜることは決して困難念ことではない。 ζ のような転換は第
4期に会いでかなタうまく行なわれると期待することができる。だが、化学
肥料工業にフいて製品を転換させ、石油化学工業の誘致ぞ図る ζ とは大きな
困難が予想、される。それは、第 4 期。持つ性格に基〈。第 4 誌~には、第五期
に計画され実施途上にあった石油精製、石油化学や、他の革新産業への投資
が慣性的に遂行されるだろう ζ とぞ予；慢したわけだが、それは需給の見通し
から競合的な設備の強制廃業を引き起すかもしれないのである。富山県内に
みられる肥料原料。転換を目ざすコンピナート形式の動きが成功する見通し
は暗いといわねばならぬ。
第 4 期について ο 見通しは、県勢計腐の富山新港~中心とする根本的な対
策にも疑問を抱かせるように思う。新港周辺への鉄鋼、石油の立地は、県勢
計画κ従っても第 4期では念く第 5！泊 K属する時j切になると思われるが、第
5期に果して鉄鋼、石油への強い投資誘国が存在するかは疑わしい。第 4期
に公ける慣性的投資は太平洋ベノレト地帯に公いて十分に大きな設備能力を作
タ上げるよう κ思号。鉄鋼生意では現在。西欧の一人当 b生産量以上の生重量
能力を持つ ζ とが予想されるのであるが、それ以上の生産能力。治加は日本
になける西欧援のモータリーゼーシヨンの進行を前提ぜずには不可能である
ように思う。しかし、その程度のモータリーゼーシヨンはすでにのべたよう
κ第 5期以降。問題であろう。
富山県工業にとって第 4期は疑もな〈防備の期である。しかし、防備に成
功する ζ とは消極的に県工業水準の低下？喰い止めるための意味を持つだけ
でな〈、来るべき第 5期に会＼／＞て日本経済の成長の利益を受けるための基盤
。造成に役立つという積極的意味を持つことを強調したい。防備κ成功する
ためには既存工業のいっそうの合法化、特に中小企業の合理化が図られなけ
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ればなら念い。県勢計画が認めているよう陀、県経済にはすでκ自然的条件
。優位は存在し念いのであるから、合理化は何よ bも人問。面κたいてなさ
れ念ければなら左い。いわゆる人的資源。質の向上だけが合理化を可能念ら
しめるのである。人的資源。質の向上は社会環境によって大いに促進される
ζ とはいうまでも念いのだが、県勢計画に含まれている労働計画がもっと野
心的左規模で実行されることが必要であるように思う。
西欧並のモータリーゼーシヨン合勤圏とすると予想される第5期に公いて、
富山県経済が日逮経済と歩調十合わぜて成長するため Kは既存の機械産業。
発展と新工場。誘致が条件κ在るように思われる。質の良い労働の存在、大
生誌を含めての高水準の研究施設の存在、能率的念行政機構、一般に県民ο高
い知的水準は機械産業にとって欠くととのでき念い立地条件であると思う。
とれらの条件は第 4期の防禦争成功せしめるものであるわけであ夕、第 4期
を成功裡（'C切抜けるととが実際は第 5期の成長の波に乗る基礎となることを
指摘したいのである。
〈昭和 38年 1月）
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